
様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２５０ 

南相馬市博物館地下倉庫燻蒸業務委託 

履行場所 南相馬市博物館 

種  類 業務委託 

概  要 南相馬市博物館地下倉庫の燻蒸及び実施報告書の作成 

相

手

方 

名  称 仙台湾燻蒸株式会社 

代 表 者 代表取締役 高田徹四郎 

所 在 地 塩釜市港町２丁目３番９号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務は、地下倉庫内に生息する文化財害虫の殺虫、殺卵、カビ類の殺菌を実姉するもの

で、使用を指定した薬剤を有し、かつ文化財虫菌害防除作業主任者、特定化学物質等作業主

任者、危険物取扱者（乙種第 4 種）の実施資格要件を満す、唯一の業務遂行可能な業者であ

ることから、随意契約とするもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔教育委員会文化財課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２５１ 

防災集団移転促進事業 移転元買取用地除草作業(原町区)業務委託 

履行場所 南相馬市原町区金沢字水神崎地内外 

種  類 業務委託 

概  要 
防災集団移転促進事業において取得した用地のうち、他の事業区域に含まれ

ない範囲の草類の刈払を行い、地域の環境整備を図る。 

相

手

方 

名  称 原町区地域農業復興組合 

代 表 者 佐藤重久 

所 在 地 南相馬市原町区上渋佐字原田 357-6 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

上記復興組合は、地域の農業者等が構成員であり、農用地の保全管理に適した作業機器

等（草刈機等）を保有し、委託場所の地理に精通している。これらのことから、当該事業

を迅速に且つ、的確に遂行出来る事業体である。また、上記復興組合へ発注することによ

り、地域農業の復興が図られることから上記復興組合と随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔建設部都市計画課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２５２ 

防災集団移転促進事業 移転元買取用地除草作業(小高区)業務委託 

履行場所 南相馬市小高区塚原字沼ノ上地内外 

種  類 業務委託 

概  要 
防災集団移転促進事業において取得した用地のうち、他の事業区域に含まれ

ない範囲の草類の刈払を行い、地域の環境整備を図る。 

相

手

方 

名  称 ふるさと小高区地域農業復興組合 

代 表 者 佐藤 定男 

所 在 地 南相馬市小高区東町一丁目１２２番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

上記組合は、地域の農業者等が構成員であり、農用地の保全管理に適した作業機器等（草

刈機等）を保有し、委託場所の地理に精通している。これらのことから、上記組合は当該

事業を迅速に且つ、的確に遂行出来る事業体である。また、上記組合へ発注することによ

り、地域農業の復興が図られることから上記組合と随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔建設部都市計画課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件名等 
（契約番号）４３０２０００２５９ 

南相馬市児童家庭相談システム構築業務委託 

履行場所 子育て支援課 

種  類 業務委託 

概  要 

要保護児童等に対する関係機関との情報共有やケースの進行管理を適

切に行い、継続的な支援を強化するとともに、要保護児童等の早期発見、

早期対応及び児童虐待の発生予防に取り組み、相談業務を円滑に遂行する

ことができるよう、相談システムを導入し、各種情報の一元管理を行うも

の。 

相

手

方 

名  称 シャープマーケティングジャパン株式会社 東日本支店 

代 表 者 支店長 後藤 俊 

所 在 地 北海道札幌市西区二十四軒１条７丁目 3-17 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

当該システムは、要保護児童等の相談や支援内容のデータ管理にとどまらず、協議会

やケース会議等における資料作成や児童福祉法に定める児童相談所等への報告文書等の

作成及び統計法に基づく福祉行政報告例の作成等を行うことから、要保護児童や児童虐

待の現状及び関係法令等に精通した専門性が必要であるとともに、誰でも容易に操作で

き適正に処理できる操作性や信頼性が求められている。 

プロポーザルの結果、本市のニーズに合致し、より有益な提案をした上記事業者が最

優秀事業者に選定されたことから、当該事業者と随意契約を行うものである。 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 健康福祉部子育て支援課                    〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２６０ 

南相馬市移住促進加速化事業実施業務委託 

履行場所 南相馬市内 

種  類 業務委託 

概  要 

スタディツアーに取り組むことにより、本市に関わるきっかけをつくり、

関係人口（※）の創出につなげるもの。※長期的に住む「定住人口」と、

旅行等で訪れた「訪問人口」の中間に位置づけられる概念。 

相

手

方 

名  称 株式会社 Ｒｉｄｉｌｏｖｅｒ 

代 表 者 代表取締役 安部 敏樹 

所 在 地 東京都文京区本郷 3丁目 9-1 井口ビル 2階 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務においては、スタディツアーに取り組むことにより、本市に関わるきっかけを

つくり、関係人口の創出につなげることを目的としている。そのため、画一的な仕様書

に基づく価格の比較ではなく、各事業者から提出される企画提案書の内容を勘案して評

価するプロポーザル方式を採用することで本業務の目的に合致し、効率的かつ有効な業

務実施につながるものと考え、より有益な提案した事業者の選定が可能な公募型プロポーザ

ル方式を実施した。 

 南相馬市移住促進加速化事業実施業務プロポーザル審査委員会において、事業者の企画提

案書及びプレゼンテーション・ヒアリングについて、総合的に審査した結果、上記事業者が

本事業の候補事業者に選定されたため、当該事業者と随意契約するものである。 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔復興企画部 被災者支援・定住推進課               〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２６４ 

クラウドソーシング講座開催等業務委託 

履行場所 南相馬市原町区栄町三丁目２４外 

種  類 業務委託 

概  要 

 育児や介護などライフスタイルの変化に応じた働き方の選択肢を増やし、

時間や場所にとらわれない働きやすい環境づくりを推進するとともに、オン

ラインを活用した業務のアウトソーシング化によって生産性の向上を図るこ

とにより市内企業の労働力不足解消を進めていくことを目的とし、これらの

手法を学ぶための実践的講座を開催するもの。 

相

手

方 

名  称 ランサーズ株式会社 

代 表 者 秋好 陽介 

所 在 地 東京都渋谷区三丁目 10－13 TOKYU REIT 渋谷 Rビル 9F 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務で開催する講座は、スキルを身に付けて如何に稼ぐかという点に重点を置いてい

る。契約の相手方は、クラウドソーシングサイトの業界最大手企業であり、仕事の受発注

数が最も多く、受講者のメリットが最も大きいため、ランサーズ株式会社との随意契約と

するものである。 

工事等担当課名 〔経済部商工労政課〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２６９ 

国保高額療養費支給管理システム制度改定対応改修業務委託 

履行場所 市民課 

種  類 業務委託 

概  要 

国民健康保険法施行令及び国民健康保険法施行規則の改正に伴い、平成

３０年８月診療分以降の高額療養費に係る限度額が改定されたことから、

改定後の限度額に対応するため、国保高額療養費支給管理システムの改修

を行う。 

相

手

方 

名  称 株式会社日立システムズ 東北支社 

代 表 者 支社長 堀谷 敦 

所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町二丁目１５番１号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

本業務は、平成３０年８月診療分以降の高額療養費の限度額の改定に、国保高額療養費支

給管理システムを対応させるために必要となるカスタマイズ作業等の実施であるが、国保

高額療養費支給管理システムに対するカスタマイズをはじめとする各種の作業は、国保高額療養費

支給管理システムの構築業者である(株)日立システムズ東北支社しか行うことができないことから、上

記事業者との随意契約とする。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔市民生活部市民課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２７０ 

防災集団移転関連環境整備事業 移転元地支障樹木伐採作業業務委託 

履行場所 南相馬市原町区金沢字水神崎地内外 

種  類 業務委託 

概  要 

本業務は、防災集団移転促進事業にて取得した用地内において、枯れた

り繁茂した立竹木を伐採・撤去することにより、通行車両や周囲の土地利

用に被害を及ぼすことを防止し、併せて地域の環境整備をはかることを目

的とする。 

相

手

方 

名  称 南相馬市復興事業協同組合 

代 表 者 理事長 石川俊幸 

所 在 地 南相馬市原町区錦町一丁目２５番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

当該復興事業協同組合は、地域の建設事業者が構成員であることから委託場所の地理に

精通している。また、本業務と同内容の東日本大震災で被災した立竹木等の撤去業務を平

成 23 年度より実施している。これらのことから、本業務も継続して作業を実施することに

より、業務従事の際に必要な重機や人員の確保を迅速に行える。さらに、当該復興事業協

同組合への発注が地域の復興へ寄与することとなるため、随意契約を行うものである。 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔建設部都市計画課                        〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２７１ 

南相馬市生活保護システム改修業務委託（平成３０年度基準額等の見直し分） 

履行場所 南相馬市役所 社会福祉課 

種  類 業務委託 

概  要 生活保護システムの改修を受け、生活保護事務の適正化を図るもの。 

相

手

方 

名  称 北日本コンピューターサービス株式会社 

代 表 者 代表取締役 江畑 佳明 

所 在 地 秋田市南通築地１５番３２号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 

 当該業者は生活保護業務に精通し、また当該システムの開発及び設置業者であり制度改

正に対応したシステム改修業務は他の業者では対応が不可能なため、当該業者との随意契

約とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔健康福祉部社会福祉課                       〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２７６ 

南相馬市ふるさと帰還促進補助金受付審査等業務委託 

履行場所 被災者支援・定住推進課 

種  類 業務委託 

概  要 

本業務は、避難指示解除後に市内に帰還した世帯に対して、帰還に要し

た引っ越し費用補助金交付に係る申請書等の郵送、受付及び審査等を行

う。併せて交付管理ツールの構築、補助金振込データ作成の業務を行う。 

相

手

方 

名  称 株式会社ＦＳＫ 

代 表 者 代表取締役 鬼澤 浩正 

所 在 地 福島県いわき市内郷御厩町三丁目１６８番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務は、避難指示解除後に市内に帰還した世帯に対して、帰還に要した引っ越し費用

補助金交付に係る申請書等の郵送、受付及び審査等を行うものである。 

 業務の内容は、対象世帯データの加工、宛名用紙の作成・印字、申請書等の封入封緘・

送付、申請書等の郵送受付、対象要件等の審査、振込データの作成、申請者データの整理、

及び関係書類の整理等の広範な業務であり、対象は約４，２００人に及ぶ。これらの作業

を期間内に履行できるのは当該事業者のみであるため、随意契約とするものである。 

工事等担当課名 〔復興企画部 被災者支援・定住推進課               〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２７７ 

リノベーションまちづくり推進事業業務委託 

履行場所 南相馬市原町区栄町三丁目２４ 外 

種  類 業務委託 

概  要 

 まちなかの遊休化した空間と地域資源等を組み合わせて魅力的なコンテン

ツを与えることにより、経済合理性の高いプロジェクトをおこしてエリアを

活性化させる「リノベーションまちづくり」の手法を学ぶ講演会やスクール

形式のワークショップを開催することにより、地域で活躍するプレーヤーと

なる人材の発掘と育成を行いながら、事業化へ繋げていく。 

相

手

方 

名  称 株式会社リノベリング 

代 表 者 嶋田 洋平 

所 在 地 東京都豊島区南池袋三丁目１８番３１号藤間ビル ５F 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 リノベーションまちづくりは、空き店舗などの遊休資産を活用し、民間の力でまちづく

りの一翼を担っていくものであり、この手法を体系的に学びながら人材の発掘と育成を同

時に行っていくプログラムを提供できるのは、株式会社リノベリングのみであるため、当

該事業者との随意契約とするものである。 

工事等担当課名 〔経済部商工労政課〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとし

たものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２７８ 

画像・動画等販売講座業務委託 

履行場所 南相馬市原町区栄町三丁目２４ 外 

種  類 業務委託 

概  要 

 画像・動画・イラスト等の販売を通じて、これまで就業体験がない方や、

仕事を辞めてから長期のブランクのある方などが、個人の才能や特徴を活か

して楽しみながら稼ぐ体験をすることにより、時間や場所にとらわれない多

様な働き方を選択したり、新しい事業の開始や市内企業への就職などに繋げ

ていく。 

相

手

方 

名  称 ピクスタ株式会社 

代 表 者 古俣 大介 

所 在 地 東京都渋谷区渋谷二丁目 12 番 19 号 東建インターナショナルビル 5階 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は、専門家の指導とサポートによってスキルを身に付けて、如何に稼ぐかという

点に重点を置いている。契約の相手方は、画像・動画等の素材をオンラインマーケットプ

レイスで販売する業界最大手企業であるため取引件数が最も多く、受講者にとってメリッ

トが最も高いため、ピクスタ株式会社との随意契約とするものである。 

工事等担当課名 〔経済部商工労政課〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができるとし

たものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４３０２０００２８１ 

多様な働き方と人づくり支援事業業務委託 

履行場所 南相馬市内 

種  類 業務委託 

概  要 

中心市街地の遊休不動産を改修した施設を活用しながら、多様な働き方に

対応したキャリア形成支援を行うとともに、まちなかの賑わい創出を図る

もの。 

相

手

方 

名  称 株式会社小高ワーカーズベース 

代 表 者 代表取締役 和田 智行 

所 在 地 南相馬市小高区東町１－３７ 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務では、空き店舗を魅力的な空間に改修するとともに、地域特性を十分に理解し

たうえで、キャリア形成支援やまちづくりを担う人材育成メニューの運営を行う必要が

あり、画一的な仕様書に基づく価格の比較ではなく、各事業者から提出される企画提案

書の内容を勘案して評価するプロポーザル方式を採用することで、本業務の目的に合致

し、効率的かつ有効な業務実施につながるものと考え、より有益な提案をした事業者の選

定が可能な公募型プロポーザル方式を実施した。 

 多様な働き方と人づくり支援事業実施業務プロポーザル審査委員会において、事業者の企

画提案書及びプレゼンテーション・ヒアリングを総合的に審査した結果、上記事業者が本事

業の候補事業者に選定されたため、当該事業者と随意契約するものである。 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔   経済部 商工労政課     〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 


